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「ワンストップサービスセンター事業」の拡充等について 

 

時下益々ご清祥のこととお慶び申し上げます。 

平素は当基金の業務について格段のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。 

ワンストップサービスセンター事業の実施運営にあたりましては、ご協力をいただき

誠にありがとうございます。 

さて、国土交通省においては、今般、政府の「緊急雇用対策」及び「緊急経済対策」

により「建設企業の成長分野展開を図るため、経営相談窓口における相談体制の拡充、

情報の周知、共有化の促進」を図ることとされ、当基金に対して別添（国総建整 224

号 平成 21 年 12 月 16 日付け 建設企業の成長分野展開を支援する相談体制の整備等

について）のとおり、ワンストップサービスセンター事業の拡充等についての対応方依

頼がありました。                   

具体的な内容としましては、これまで年度内２回を限度としていた専門家派遣による

無料経営相談を、成長分野展開に関する相談については、年度内４回まで実施すること、

雇用支援制度や資金繰り支援制度に関する情報提供・相談について適切に実施すること、

これらの周知を図ること、となっております。 

つきましては、今後、既に２回の経営相談を利用した企業から各協会の窓口に相談の

申込があった際には、現行と同様の事務手続きを取っていただき、建設業経営支援アド

バイザーの派遣方対応していただきますようお願い申し上げます。 

また、今回の措置につきましては、国土交通省において平成 21 年 12 月 21 日に記者

発表が予定されており、同日から対応することとしておりますので、何卒ご協力を賜り

ますようよろしくお願い申し上げます。 

なお、建設業経営支援アドバイザーに対しましては、既に同様のご依頼をさせていた

だいていることを申し添えます。 

※今回の措置の対象は、成長分野展開に関する相談を希望する企業としていますが、

相談内容の詳細を把握することは困難かと存じますので、ある程度柔軟な対応で結

構でございます。 

 

  
 

お問い合せ先： 

（財）建設業振興基金  構造改善センター 

担当：喜多、内田、濱崎ＴＥＬ 03-5473-4572 






















